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はじめに
　企業はわたしたちに財やサービスの提供を中心として，いわゆる「生活の
質の向上」に貢献してきた。しかし他方では，ゴミの激増，資源の枯渇，二
酸化炭素の急増などといった地球規模での大量消費社会の出現，また政界・
官界をも巻き込んだ歪んだ企業者行動、大手証券会社を中核とした大口顧客
優先的損失補填，金融機関の不正融資を初めとする不祥事の続発，さらには
過労死，サービス（無報酬）・風呂敷（持ち帰り）残業，性差別，外国人労
働者の急増など切迫した労働問題の発生，それらに加えて公害輸出，マーケッ
トシェア最優先戦略からくる海外での企業間トラブル，日系企業のフィラン
ソロピー（社会貢献）意識の希薄さなど海外進出先での日本企業と現地との
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摩擦の表面化，というような企業が大きく関与した諸問題を生み出してしまっ
ている。言い換えれば，人々に与える企業の影響が，これまで以上に多様化
および深刻化している事態が存在しているのである。
　そのために，企業が生き残れるか，あるいはより大きく成長できるかといっ
た企業の存続・発展を決定づけるのは，今日では，財・サービスの購入者と
してのこれまでの顧客だけではなく，企業の周辺地域に暮らす住民であった
り，一般の公衆であったり，あるいは企業で働く就業者などであったりする
時代になってきた。しかし，これまでの日本における企業経営の最大の関心
事は，「利益に直接結びつく，売れるモノをより早くつくる」という課題に
専念することであり，一層広い視野に立ち，企業と社会あるいは各種利害関
係者との関連性を追究し，そしてその成果を企業経営に導入するというプロ
セスを経由して，企業経営を再考する企業はきわめて稀であった。多くの企
業が注目するようになる社会との関連性は，ある企業が大きな社会問題を発
生させた直後にマスコミを通じて論じられる，評論的あるいは道徳論的ない
わゆる「企業の社会的責任」や「企業倫理」についての問題であるが，それ
すら企業は断続的に同様な問題を発生させてしまう余地があるにもかかわら
ず，時が過ぎればほとんど関心を向けなくなってしまうのである。そのため
企業と社会との関連性の解明を課題とする研究が，日本において経営学の一
分野として考えられ，そして定着し，確固とした明確な位置を確保し続ける
ことは容易なことではないであろう。だがアメリカでは，「企業と社会」
（Business　and　Society），「企業倫理」（Business　Ethics），あるいは「企業
の社会的責任」（Corporate　Social　Responsibility）などの名称のもとで，社
会という広い視野から企業を把握し，その成果を実践的企業経営に摂取しよ
うとする研究がこれまで継続して行われてきている。
　そこで本稿では，企業とその利害関係者，とりわけ代表的な利害関係者と
の関連性を考察し，それを企業経営に反映させる「社会対応経営」とでも名
付けることのできる分野の開拓の必要性と可能性とについて論及してみたい。
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1．社会的責任と社会的感応
　一バックホルツの所説を中心として一
　バックホルッ（Rogene　A．Buchholz）によれば，アメリカでは1960年代
において，少数民族の市民権，女性の平等権，自然環境の保護，職場の安全
衛生，および広範な消費者問題に世論が高まり，それを受けて企業経営者た
ちは，「企業の社会的責任」（social　responsibilities　of　business）について
語り，社会的性質の諸問題に対応した「社会計画」（social　programs）を案
出し始めるようになった1）。その時代に「企業の社会的責任」への注目の増
大を促した原因に関する理論的説明として，バックホルッは「企業と社会と
の問の契約の変化」（a　change　in　the　terms　of　the　contract　between　business
and　society）があったことを指摘している2）。すなわち，企業の利潤追求意
欲によってもたらされた経済成長が，経済的進歩と同時に社会的進歩の源泉
にさえもなっているために，企業が利潤獲得を目指した財・サービスの生産
をすることが，社会への最大の貢献につながるという「企業と社会との旧契
約」（the　old　contract　between　business　and　society）から，経済成長が自
動的に社会的進歩をもたらすとは限らず，特定集団の差別・自然環境の悪化
・危険な職場・食品公害・都市の荒廃などの深刻な社会的諸問題をも発生さ
せており，企業は社会的進歩のためにも十分に機能する義務を負っていると
いう「新契約」（new　contract）への変化が，生じたからであると言うので
ある。
　このような社会環境の変化によって，企業に向けられた社会的要請や期待
に対して，営利的商品生産体としての本質的性質を有しているはずの企業が，
はたして直接的対応を行うべきなのかどうかという疑問が提起され，「企業
の社会的責任」の是非を問う本格的論争がくり広げられるようになった。こ
の社会的責任論争は完全な収束を見るまでにはいたらなかったのであるが，
この論争を通じて解決されなかった，あるいは解決され得ない重要な問題点
が存在していたことをバックホルッは見出している3）。
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　その一つの重要な問題点は，「社会的責任の実践上の定義」（the　operational
definition　of　social　resposibility）についてである。すなわち，社会的責任
を果たしたいと考えている経営者は，自分の価値観や関心に基づいて，ある
いは社会のあいまいな一般論に基づいてそれを実行に移さざるを得ず，社会
的責任が実際には何を意味し，そしてどのような優先順位のもとで実施され
るべきかということなどを明確に決定するのは難しい，という実践上の問題
点であった。このバックホルツの指摘は，現在の日本で通常使用されている
「企業の社会的責任」という言葉が，どのような内容を含んでいるのか，と
いう問題を考える場合にもそのまま当てはまるのではないであろうか。
　アメリカでは，「金銭的および非金銭的な企業の貢献を通じた，地域福祉
への助力のなかに反映されているような“良き企業市民”（corporate　good
citizenship）という考え方が，何年もの問，社会的に責任ある企業行動の典
型であると思われた」4〉と言われているように，アメリカでは「企業の社会
的責任」概念は企業の社会貢献を含んでおり，広い意味で理解されている。
しかし日本では，「社会的責任がまさに社会的に問われるのは，経営者が自
己の担当する企業の維持・発展のために行なう各種の活動が，社会的に問題
を引きおこすに至った段階においてである」5〉ように，企業が取り立てて公
共の福祉への貢献をしなくとも，社会的責任を果たしていないということに
はならないであろう。すなわち，日本における「企業の社会的責任」概念の
内容はアメリカとは異なり，狭く理解されているのが一般的であろう。
　したがって，「企業の社会的責任」という概念を用いる場合，そこにはど
のような内容を含意させるか，ということに事前に注意する必要があり，そ
のため「企業の社会的責任」概念を安易に措定して，企業行動を論じること
は，誤解と混乱とを招く恐れがある。
　次に社会的責任論争から得られた重要な問題点は，社会的責任概念が企業
にとっての「競争環境」（the　competitive　environment）をどのように把握
するかという点である。コストを増加させる社会活動に企業が熱意を持って
取り組めば，社会的責任に関心を示さない企業と比べて，その熱心な企業は
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少なくとも当面の間は，競争上不利な立場に置かれることになる，という問
題点である。そこで，すべての企業が社会問題に対し概して同様な方針で臨
まなければ，その問題解決の効果は薄く，また自由主義経済という競争経済
体制のもとでの公正な企業間競争を実現できないために，各企業に協調行動
を促す政府のような第三者的機関の設置が必要となるのである。このことに
関して日本では，たとえば公害対策基本法（1967年制定〉・消費者保護基本
法（1968年制定）・労働安全衛生法（1972年制定）・男女雇用機会均等法
（1986年施行）などの法律が，国家レベルで政府によって施行されている。
　しかし，政府あるいは地方自治体といういわゆる公共当局が，広範囲の社
会問題に厳格に企業を対処させようとすればするほど，企業にとっては自分
の行動がより多くの規制を受けることになるので，企業がそれに十分配慮す
るに伴って，顧客への財・サービスの提供という“経済的使命”（economic
mission）を円滑に遂行しにくくなってくる。そのために企業は，特定な法
律や規定の制定・改正過程の段階の時点で，公共当局に何らかの影響を与え
ることに関心を持つようになり，企業が公共当局を自分にとっての利害関係
者の一つとして考える大きな意昧が生じている6〉。
　最後にバックホルツが指摘する社会的責任論争から得られた重要な問題点
は，「責任」（responsibility）という語が基本的には，誰かあるいは何かに
対する義務の意味を含んだ「道徳」（moral）的な言葉である，という点であっ
た。すなわち，企業は財・サービスの生産を通じて，社会に対し経済的機能
（economic　funcitions）を遂行しているにもかかわらず，なぜ広く社会的向
上（social　betterment）のためにも機能する義務を負わなければならないの
か，という疑問に対する第一義的な道徳的理由づけが難しいために，企業へ
の社会的責任の帰属の必要性に関する十分な論拠を持ち得ず，社会的責任論
争を複雑化してしまった，という指摘であった。
　換言すれば，公共の利益への寄与がいずれは企業利益につながるという
「啓発された自己利益」（enlightened　self－interest）を念頭に入れ．多方面
に大きな影響を与え得る企業「権力の責任ある行使」（responsible　use　of
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power）を顧慮し，また社会の一成員としての「企業市民」（corporate　citizen－
ship）意識を常に自覚しなければならないという義務を，営利的商品生産体
であるはずの企業が，どのような理由のために貢任を持って遂行する必要が
あるかという問題は，究極的には「道徳観念」（mOral　nOtiOn）をめぐる問
題である，という指摘である。この考え方によれば，社会的責任論争は一種
の「哲学論争」（the　philosophical　debate）であったとも言えよう。そして，
この性格を帯びた論争は際限なく続くか，あるいは論争自体が疲弊しいずれ
消滅してしまう運命にあるように思われた7）。
　そうしたなかにあって，義務という意味を含んだ道徳上の言葉であるとさ
れる“責任”の語を伴った言わば規範指向的な性質を持った「企業の社会的
責任」概念とは異なる，新たな概念が1970年代に見られるようになったと言
う8ナ。それは，バックホルッによれば，変化する社会的要請や期待にとにか
く応じようとする実践指向的（pragmatic　and　action　oriented）な性質を持っ
た「企業の社会的感応」（corporate　social　responsiveness）という新概念で
あった9）。
　この「企業の社会的感応」の概念は，環境調査（environmental　scanning）
や社会監査（social　audit）などの精細な分析手法を用いて，社会動向の予
測や企業活動の社会的評価を行うことによって，変化する社会的要請や期待
に企業が効果的に即応できるようにすることを目指していた。そのために，
「企業の社会的感応」概念では，社会対応にあたってどのような組織構造が
適切なのか，また企業経営の意思決定過程のなかに社会的な諸価値をどのよ
うに取り込むか，というような組織設計（organizational　design）や戦略経
営（strategic　management）が主要な関心領域になっている1G）。このような
「企業の社会的感応」概念が持つ企業経営にあたっての実践的行動を導く性
質は，今日ではその色彩をより強めて，「企業と社会」論（Businessand
Society，corporation－society　research）のなかに取り入れられ11），経営者の
意思決定に対する基礎を提供している。
　ところで，バックホルツは「企業の社会的責任」の是非をめぐる論争のな
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かに重要な三つの問題点を見出したのであるが，これらは今日，「企業の社
会的貢任」を考える場合にも，十分留意しなくてはならない重要な問題点で
あり続けている。第1の問題点については，特に「企業の社会的責任」の具
体的内容を広義に，それとも狭義に把握するのが良いのか，という問題が現
在でも議論されることがある。なぜなら，企業に寄せられる社会からの要請
や期待は最近ますます多様になり，そのために企業がそうした多様な要請や
期待に応えることが，社会的に認められた義務なのか，それとも社会への奉
仕なのかということが，「企業の社会的貢任」の問題になっているからであ
る。
　第2の問題点については，企業は今日の激しい企業間競争をより有利に展
開するために，「企業の社会的責任」の遂行を促すような公共当局からの規
制を緩やかなものにしたいという願望から，公共当局を企業の大きな利害関
係者の一つとして考えなくてはならなくなっている。また，その公共当局も
含めて，企業活動の制約となるような様々な利害関係者に対する分析が，企
業にとって一層必要になってきている。
　最後の第3番目の問題点に関しては，上述の第1の問題点にも関連してお
り，「企業の社会的責任」の対象の範囲を最終的に決めるのは，道徳観念で
あるという問題である。本来，道徳は人問個人に関係した観念であり，個人
の行動の是非を問う際の根本的規準とされるのは道徳規範であるので，企業
人個人としての行動の集合体である企業行動の是非を問う際の規準とされる
ものも，本源的には個人行動の場合と同様に道徳規範ということになるであ
ろう。このように個人の道徳規範の企業への適用を扱う分野は，現在では
「企業倫理」（business　ethics）として注目を集めている。したがって，
「企業の社会的責任」の対象範囲の問題は，それが企業倫理の視点からはど
のように把握できるのか，という問題にもなり得るのである。
　本稿では，社会からの各種の要請や期待に応えることが企業の義務なのか，
あるいはどの種のものに応えることが義務であり奉仕なのか，という判断基
準の明確化の問題は扱わず、企業の今後の存続と成長のためには、各種の社
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会的要請や期待に企業が積極的に応えていかなければならない，という基本
的立場から企業の社会への対応を考察していくことにしたい。ただし，このよ
うに企業が実践的経営の一環として社会対応を行うという，実行概念である
「社会対応経営」を考える場合には，社会という抽象的対象を問題とするよ
りも，社会におけるどのような利害関係者が企業に対してどんな要請や期待
をし，そしてどのような利害関係者が企業に究極的な影響力を持ち，どんな
要請や期待をしようとしているのか，という具体的な問題を明らかにしてお
く必要があろう。
五．利害関係者
　一フレデリック＝デービス＝ポストの所説を中心として一
　企業は自己の成長のために，利潤の獲得を目指して商品の生産を行う組織
体であるという営利的商品生産体としての性質を持ってはいるが，企業が諸
資源を調達し，加工し，そして販売するという過程は決して閉鎖システムと
して営まれているのではなく，現実には開放システムとして様々な関係主体
と複雑多岐にかかわり合って営まれているのである。そのために，「企業と
は多様な価値観をもつ多様な評価主体によって認知される『価値の集積体』」12）
であるという理解の仕方も成立することになろう。このように企業を把握す
ると，関係主体は企業に対する評価主体として様々な関心を持って，企業を
とらえていることになる。フレデリック＝デービス＝ポスト’3）（William　C．
Frederick，Keith　Davis，and　James　E．Post）は，その評価主体としての関
係主体を企業の利害関係者（stakeholder）と解した上で，その利害関係者を
具体的に列挙し，そしてそれぞれの主要な関心事と影響力とを指摘している。
　企業に対する利害関係者を分析する場合，フレデリック＝デービスニポス
トはまず初めに，その利害関係者を次のように二つに区分する。すなわち，
調達・加工・販売にかかわる市場システム内での競争を直接的に媒介として企
業との関係を発生させている「第1次的利害関係者」（primary　stakeholders）
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と，市場システムの外部において企業との関係を生み出している「第2次的
利害関係者」（secondary　stakeholders）とに分類するのである14）。換言すれ
ば，企業との関係を発現させている場が，市場（market）それとも非市場
（nonmarket）かによって，利害関係者を2種類に大別するのである。そし
て，そのように分類された利害関係者の企業との具体的関係，関心事，およ
び影響力について以下のように簡潔にまとめている15）。
　A．第1次的利害関係者（市場における利害関係者）
　　　　　　　［関係］　　　　［関心事］　　　　　　　　　　［影響力］
従業員・…　　　労働力の販売 ・安定的雇用の維持
・公正的賃金の受領
・安全で快適な環境下での労働
・労働組合の交渉力
・作業行動あるいはストライキ
・パブリシティ
所有者／株主…資本の投資 ・満足いく配当金の受領
・高株価の実現
・出資額に基づいた選挙権の行使
・帳簿や議事録の検閲権の行使
顧客・ ・・財の購入 ・公正な交換
　（支出に見合った価値と質）
・安全で確かな財の購入
・競争相手からの財の購入
・財が不満足あるいは政策が受容
不可能な会社のボイコット
原材料供給者…原材料の販売 ・定期的な受注
・早急な支払い
・契約条件破棄の際には受注の拒否
・競争相手への供給
競争相手・・　一競争 ・利益が多いこと
より大きなマーケットシェア
の獲得
・産業全体の成長度合いを知る
こと
・継続的な技術革新
・低価格の設定
小売／卸業者…財の流通 ・流行する良質な財の妥当な価
格での入手
・消費者が信用し価値を認める
確かな財
・契約条件が不満なら他の供給者か
らの購入
・財が不満足あるいは政策が受容不
可能な会社のボイコット
債権者・・　　一資金の貸与 ・貸した返済金の入手
・負債や利子の取り立て
・支払不履行の際には貸出金の回収
・貸出金支払い不履行の際には回収
あるいは財産の接収を行う法的機
関の利用
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　B。第2次的利害関係者（非市場における利害関係者）
地域社会・・　…仕事，環境 ・地域居住者の雇用
・地域環境保護の保証
・地域開発の保証
・操業の認可および制限
・会社の土地利用や廃棄物処理の規
制を求めた政府への働きかけ
社会活動家・…・・社会的要求 ・法律や倫理規準の順守と公衆
の安全の確保とを保証するよ
う会社行動と政策との監視
・問題公表を通じた広い公衆からの
支持の獲得
・会社規制のための政府への働きか
け
メディア・・　一イメージ，宣伝 ・健康，福祉，経済事情に関連
したあらゆる問題に関する情
報の公衆への伝達
・会社行動の監視
・公衆に影響を与える，特に負荷的
影響を与える事柄の公表
企業支援機関…助言，調査研究 ・変動環境の中で会社あるいは
産業が活動するのを助力する
調査研究および情報の提供
・会杜を手助けするための入材や資
源の使用
・法的支援あるいは「集団的」政治
支援
外国政府…　…好意，敵意 ・経済発展
・社会改善
・事業活動の許可
・規制
政府／自治体…規制，税金 ・税金による収入の増加
・経済発展
・規制，認可，許可
・産業活動の認可や禁止を行う権力
の行使
公衆…　　　一肯定的意見，
　　　　　否定的意見
・社会的価値の保護
・危険の極小化
・社会の繁栄
・活動家への支援
・政府を動かす働きかけ
・個々の会社の非難あるいは称賛
　以上のように，フレデリック＝デービス＝ポストは企業の利害関係者を二
つの範疇に分けている。そのうち第1次的利害関係者（市場における利害関
係者）のなかで，従業員（employees），所有者・株主（owners／stockholders），
顧客（customers），原材料供給者（suppliers），小売・卸業者（retailers／
wholesalers），および債権者（creditors）が市場における取引上の関係主体
であるのに対し，当該企業にとっての競争相手（competitors）は市場競争上
の関係主体である。ところで，企業は売るためにモノ（財貨・サービス〉を
つくるので，「売れる」モノをつくることによって企業の存立が可能となる
のであり，それとは逆に「売れない」モノをつくる場合には企業の存立は不
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可能になるため，「売れる」すなわちモノを購入する顧客の存在があって初
めて，企業は存立し得るということが言えるのである。そのため，企業にとっ
て顧客はきわめて重要な取引関係主体となっている。また，顧客を除く他の
各取引関係主体であっても究極的には，当該企業に顕在的あるいは潜在的な
顧客が存在するということが前提として理解されているがために，その企業
との取引関係が成立しているのである。さらに，競争上の関係主体である競
争相手も，自分自身が企業である限り顧客の存在によって存立が可能になっ
ている。このように第1次的利害関係者という市場における利害関係者のな
かで，企業にとって最も重要な利害関係者は顧客であると言ってもよいであ
ろう。したがって，企業は顧客の関心事および影響力を最重視しなくてはな
らないことになる。
　第2次的利害関係者（非市場における利害関係者）については，地域社会
（localcommunities），社会活動家（socialactivists），メディァ（media），企
業支援機関（business　support），外国政府（foreign　govemment），および政
府・自治体（federal　state　and　local　govemments）は企業に何らかの影響力
を行使できる立場にあるが，それらの各当事者は世論からの支持が得られれ
ば得られるほど，企業への影響力は強大なものになっていく。しかし，世論
の支持が得られない場合には，企業に対する影響力は微弱なものになってし
まうであろう。すなわち，企業は世論という一般公衆（the　general　public）
によって形成された見解に大きな影響を受けるのである。地域社会，社会活
動家，メディア，企業支援機関，外国政府，および政府・自治体はそれぞれ
が確かに公衆に働きかけて，世論を形成する機能を有してはいるが，世論の
直接的形成主体である公衆からの支持を得て初めて，それらの各当事者は企
業に対して強大な影響力を発揮できることになるのである。このことから，
第2次的利害関係者という非市場における利害関係者のなかにおいては，世
論の直接的形成主体になっている公衆を企業は最も重要視しなくてはならな
いことになる。
　企業が「社会対応経営」を行う場合には，その具体的な内容，範囲，およ
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び方法を規定するのは，その時々の歴史ではあるが，「社会対応経営」の対
象としての利害関係者のなかで，企業にとって最大の中核となる対象は上述
のように，顧客と公衆ということになるであろう。
皿．公衆および顧客の市民化
　企業にとっての取引上の関係主体である顧客は，市場という領域から離れ
れば，その顧客が誰であろうと，最終的には日常生活をおくる一般の公衆と
して存在するという，市場における利害関係者としての顧客と非市場におけ
る利害関係者としての公衆とは一つの連続性を有している。そのために，非
市場における公衆が，企業との取引関係主体である顧客として市場に登場す
る場合には，その公衆の持つ認識が，程度の差はあれ，市場における顧客の
実際の購買行動のなかに反映されてくることになろう。そこで以下において
はまず初めに，公衆が企業に対してどのような要望を抱き，そしてそれがど
のような傾向にあるのか，という点から述べていくことにしたい。
　A．市民的公衆への企業対応
　公衆は日常生活を過ごすにあたって基本的には，一方で人間の動物的資質
として，不安や心配からの開放を意味する安心感と身の安全性とに関心を持
ち，他方では人問の本来的性質として，潤いを持ちたいという欲求の下で生
活上の快適性と創造性とに主たる関心を持っているように思われる16）。すな
わち，公衆は「生活の基本価値」として「安心・安全，快適・創造」を考え，
そしてそれが実現できることを願望しているものと思われる。しかし，今日
では，高齢化社会の到来，人工的化学物質を含んだ食品類を中心とした食生
活からくる健康不安，一般公衆が購入できる良質な住宅の不足や下水道・公
園などを初めとする社会資本の立ち遅れ，企業人や政治家による民主主義の
信条を忘却あるいは無視した行為，働き過ぎ社会や物価高を指摘する国際世
論の高まり，そして昭和30年代および40年代の環境問題とは異なり地球とい
う広域環境の悪化への危惧，というような諸問題に日本の公衆が直面してい
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る現状が目の前に存在してしまっているのである。
　そのために公衆のなかには，「安心・安全，快適・創造」という「生活の
基本価値」を実現するために，上述のような諸問題を意識的に検討するいく
つかの動きが生まれてきている17♪。その一つは，「食物・衣服・住居」ある
いは「空気・水・土壌」などの公衆にとっての「物理的環境」18）の視点から
直接的に「生活の基本価値」を考える動向である。たとえば，そこでは食品
添加物，水害，交通事故，物価高などが問題とされる。もう一つは，「家族
員」あるいは「国民」などというように，人間は互いに結びついて存在して
いるという「人問の関係的存在性」19）の視点から「生活の基本価値」を把握
しようとする動きである。ここでは，たとえば時間的ゆとりの欠如からくる
家族的触れ合い不足，高齢者福祉対策の遅れ，男女の家庭内役割分担慣行の
見直しなどが問題対象になる。他の一つは，「物理的環境」が「人間の関係
的存在性」に影響を与え，また後者が前者にも影響を与えているという，そ
の両者間の「相互関連的連鎖」20）の視点から，「生活の基本価値」を考えよ
うとする動向である。すなわち，現象を「物理的環境」あるいは「人間の関
係的存在性」というように独立したものとして見るのではなく，両者の「相
互関連的連鎖」として理解し，その視点から「生活の基本価値」をとらえよ
うとする動向である。たとえば，河川の水質汚濁が水道水をまずくし，ある
いは有害なものにしており，利用者である住民はそれを飲まざるを得ないが
（「物理的環境」の「人間の関係的存在性」への影響），その原因は河川に
流れ込む流域住民の生活排水であったり，住民に新鮮な野菜を提供する農家
が用いた農薬であったり，あるいは人々に必要な財を提供する半導体工場が
使用した有機溶剤であったりする（「人間の関係的存在性」の「物理的環境」
への影響），というように問題把握を行う動きである。
　公衆が「生活の基本価値」を実現するために，以上のような視点から社会
の諸問題を意識的に検討する動向を，ここでは「公衆の市民化」あるいは
「市民的公衆の台頭」と命名するならば，企業は利害関係者としての公衆の
なかのこうした「市民的公衆」からの要請や期待を察知し，そしてそれへの
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何らかの対応策を講じなければならないことになる。
　公衆は市場外の社会のなかで生活する社会的存在であり，また企業も一つ
の社会的存在として社会生活を送る性質を有しているために，公衆が企業に
求めるものは，その社会的存在を企業自身が自覚すべき内容のものになるで
あろう。そうして「市民的公衆」が企業に要望するのは，この理解を前提に
した上での，「物理的環境」，「人間の関係的存在性」，およびその両者の
「相互関連的連鎖」の視点から検討を加えられ，そして「生活の基本価値」
である「安心・安全，快適・創造」を実現できる内容のものになる。たとえ
ば，無公害対策・地球環境保全対策（地球温暖化防止対策・オゾン層保護対
策・酸性雨対策・森林資源保全対策）・資源枯渇対策（製品再資源化対策・
エネルギー利用効率向上対策〉・産業廃棄物対策などの「危険・危機の極小
化への具体的配慮」，企業人の非倫理的行動の禁止や不法な企業活動の禁止
など「社会的公正の順守」，および社会福祉活動・文化支援活動・環境や地
域の整備・企業施設の開放・一般向け奨学金や助成金制度・新国家ビジョン
の提言などの公益活動と言われる「公共の利益への寄与」が，企業に対する
「市民的公衆」の要請や期待として指摘できるものである。
　B．市民的顧客への企業対応
　企業が各種の組織体とは異なり，営利的商品生産体という性質を身につけ
るのは市場においてであるが，企業に限らず市場を構成する各当事者が自己
の利益を実現するためには，その市場における取引が公正に行われていなけ
ればならない。したがって，市場における企業にとっての一関係主体である
顧客であっても，公正な取引が市場において行われ得るという保証の下で，
自己利益の実現がはかられるのである。その前提の下で顧客は自己利益を実
現するために，自分が欲する機能を持った商品を購入しようとするわけであ
る。
　ところで，顧客は市場における他の取引主体とは異なり，自分の欲する機
能を満たしてくれる商品を入手するために，その代価として貨幣を支払うと
いう特徴を有していることから，顧客にとっての「購入の基本価値」を「機
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能充足商品」に求めることができるであろう。しかし，顧客は自分の望む
「機能充足商品」を実際に購入するにあたっては，その商品が安全性にすぐ
れ，また購入後も機能の持続的な良質のものであり，そして他企業の商品あ
るいは類似品と比べて安価であり，さらに時間および場所の点で必要な時に
購入でき，しかも自分が望む必要量を購入できるような商品であることを願っ
ている。すなわち，顧客が商品を求める場合に，その商品が，良質・安価・
必要時に必要量購入可能な「機能充足商品」であることを企業に要望してい
るのである。
　このような顧客が前述の「市民的公衆」として社会生活をおくるべきこと
への自覚を持って商品を購入するとき，あるいは「市民的公衆」が市場のな
かに顧客として出現するとき，これを「顧客の市民化」あるいは「市民的顧
客の台頭」と呼ぶならば，企業にとって市場において最も重要な利害関係者
は顧客であるので，企業はそうした動向にも前向きに対応していかなくては
ならないであろう。
　先に述べたように「市民的公衆」が企業に要望するのは，「物理的環境」，
「人間の関係的存在性」，およびその両者の「相互関連的連鎖」の視点から
検討を加えられ，そして公衆の「生活の基本価値」である「安心・安全，快
適・創造」を実現できる内容のものであったが，それに対し「市民的顧客」
が要望するのは，「市民的公衆」が企業に要望した内容を反映させている，
顧客にとっての「購入の基本価値」を指す「機能充足商品」である。すなわ
ち，「物理的環境」，「人間の関係的存在性」，およびその両者の「相互関
係的連鎖」の視点から検討された，「安心・安全，快適・創造」を実現する
「機能充足商品」が，「市民的顧客」によって求められるのである。それに
は例えば，健康食品，低燃費の安全対策車，リサイクル製品やリサイクル部
品を使用した製品，環境に適合した建築物，カルチャーセンターの主催する
自己啓発講座などが指摘できよう。しかし，　「市民的顧客」はそのような商
品を購入するだけではなく，そうした商品の生産あるいは販売に配慮した企
業活動を展開する，その企業の商品を選好して購入することも考えられよう。
一151一
勉田黒
その代表例としては，自然や人間に“やさしい”商品の生産・販売を心がけ
ると言われる生活クラブ生協，高い安全性と部品のリサイクルを念頭に入れ
た自動車生産で知られるボルボ社などの製品やサービスがある。
　企業が営利追求体として商品生産を行う存在であるという認識に基づいて，
何らかの働きかけを通じて一般の顧客を「市民的顧客」に転身させ，あるい
は既存の「市民的顧客」に直接訴求することによって，上述のように要望さ
れる商品を生産・販売したり，あるいは要望に配慮した企業活動を展開して
収益の増加をはかることは，同時に企業が社会的諸問題を意識的に検討する
ことにもなるために，ここにおいて企業の所持する営利追求の性質が企業と
社会との信頼関係の積極的な構築に寄与している，という理解の仕方も成り
立ち得るのである。
おわりに
　先述したように，企業は多様な価値観を持つ各種の利害関係者によって認
知され，評価される対象であるという意味において，企業は「価値の集積体」
でもある。したがって，社会をただ単に「製品・サービス市場」，「労働市
場」，「金融市場」などといったカネを媒介にした取引の場として理解し，
「社会から何がとれるか」21〉という課題に企業が貧欲に取り組むことは，企
業が自己の存続・発展を願望する組織体である限り誤りである。現実の社会
には，市場の外側にも各種の利害関係者がおり，またそれがために企業は市
場外の「社会に対して何ができるか」22）という「社会観」を持ち，それに立
脚した上での営利追求活動を展開していかなければならない。社会を市場と
非市場とに分けて分析するのは，周知のように便宜上の方法であり，実際の
社会はその両者が連続的なつながりをなしているのである。すなわち，非市
場の利害関係者が市場のなかの利害関係者にもなり得るし，またその逆も成
り立ち得るのである。企業は利害関係者の連続的存在性を常に意識して，市
場および非市場の利害関係者からの要請や期待に対応していく必要があり，
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また同時にそこに「社会対応経営」という新たな概念が存在することのでき
る本来の根拠があるのである。
　その「社会対応経営」は，利害関係者の従来からの要請や期待にこたえる
だけではなく，公衆や顧客の「市民化」の動向のなかから確かに生じてくる
ような要請や期待に対しても応じていくことが，利害関係者によってなされ
る企業評価を一層高めることになるであろう。このことを踏まえて「社会対
応経営」を定義づけるならば，それは，企業が社会における人々の「生活の
質の向上」に寄与するために，一方において，従来より継続的に求められて
きた利害関係者からの現実的な要請や期待に対応しながら，同時に他方にお
いては，生じようとしている萌芽的な要請や期待に対応する企業活動を積極
的に展開することである，と言うことができよう。
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